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はじめに（廃棄物処分場整備・管理事業、公害防止対策事業、緑地整備・管理事業）

人が社会生活を営む中で必ず発生するごみは、焼却や破砕あるいはリサイクル等により減量・減容化を図っても、最終的には廃
棄物として処分せざるを得ない焼却灰等の受皿となる処分場の確保が必要になる。

戦前においてはごみの量は比較的少なかったが、戦後、人口の増加、市街化の拡大及び都市活動の活発化に伴い浚渫土砂、
陸上残土等が大量に発生することとなった。

しかし、市街地の発展により、新たな処分場を内陸部で確保することは困難となった｡
大阪市並びに近隣市町村においても、陸上処分場の確保が非常に困難となった結果、海面に処分場を求めることとなったが、事

業運営上の効率性、採算性を考慮し、事業としてのあり方等、原点に立ち返って検討する時期に来ている。

最後に、大阪市では、市民に親しまれる港づくりを目指し、1973年に港湾の環境や景観を整備し保全する目的で港湾法が一部
改正されたことを契機に、同年より環境整備事業として緑地の整備をしている。

具体的には、大阪港の西側水際線沿いに大規模な緑地を整備し、レクリエーションや港で働く人々の需要に対応するとともに、
港の修景の向上及び自然環境の保全を図っているが、効果的・効率的な運営が求められる。

次に、大阪港は、河川港といわれるように港域境界となる淀川と大和川に囲まれた区域に正連寺川、安治川、尻無川、木津川
の４河川が流れ込んでいる。これら河川は、背後圏の住民生活等に多くの恩恵をもたらしてきたが、都市活動が活発になるにつ
れ、川が汚染され、悪臭や汚泥が発生する等、環境面で周辺住民等に大きな影響を及ぼすこととなった。

そのため、公害防止対策事業として、1974年から2002年にかけて有機汚泥浚渫が行われ、1991年から2000年にかけてPCB含
有土砂、また、2006年からは底質ダイオキシン類の除去等も行っているが、住みよい環境づくりは必須となっている。

本報告書は以上の観点から、市政改革の取り組みの一環として作成したものであり、事実に基づく現状把握と課題の抽出を行
い、改革の方向性を仮説レベルで検討したものであるが、現実的な方向性を示す段階には至っておらず、今後、事業担当部局に
おいて、期限を定めて具体的な取り組みのための検討を進めていくことが必要である。
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Ⅰ 事業概要及び現状
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１．大阪市での廃棄物を海面処分するに至った経緯
• 一般廃棄物・産業廃棄物処分場の市域内陸部での確保は市街化により困難となり、海面に処分場を求めざるを得なくなった。

• 港内に堆積した水底土砂を浚渫して出る土砂や公共事業から発生する陸上残土の処分のため、海面に処分場を求めるようになった。

• そのため、1972年からは舞洲で受入れ、1986年からは夢洲で受入れしている。

• ｢瀬戸内海環境保全特別措置法」により、新たな市単独の海面埋立処分場の確保は困難であることから広域処分場に依存せざるを
得ない。

２．廃棄物処分場の経緯
• 大阪市では一般廃棄物・産業廃棄物や浚渫土砂・陸上残土を廃棄物処分場として造られた舞洲・夢洲で処分している。

• 一般廃棄物・産業廃棄物の最終処分場は、夢洲での受入れが終了すれば、｢瀬戸内海環境保全特別措置法」により、新たに本市独
自の埋立処分場の確保は困難であることからフェニックス処分場に移行せざるを得ない。

• 浚渫土砂・陸上残土の最終処分場は、夢洲での受入れが終了すれば新島２区処分場に移行せざるを得ない。

３．大阪港で処分される廃棄物と処分場
• 廃棄物処分場には2種類あり、管理型では、一般廃棄物や産業廃棄物など管理を要する廃棄物を処分し、浚渫土砂や陸上残土など

の性状が安定した廃棄物は安定型処分場で処分している。

４．広域臨海環境整備事業（大阪フェニックス事業）の概要
• 1985年10月の大阪湾圏域広域処理場整備基本計画では、泉大津沖処分場で3,000万m3、尼崎沖処分場で1,500万m3の廃棄物を受

入れることとしている。なお、両処分場での管理型区域の受入れは終了している。

• 2000年2月に変更された基本計画では、神戸沖処分場で1,500万m3、大阪沖処分場で1,400万m3の廃棄物を受入れることとしている。

５．大阪港での廃棄物処分の全体像
• 港湾局では、海面処分場において主に護岸整備を実施している。

• 廃棄物処分後は、まちづくり事業へ移行し、埋立地として土地を売却し整備費を回収している。

• フェニックス事業については、広域臨海環境整備センター法に基づき大阪湾広域臨海環境整備センター(法人)が整備を行っている。
また、大阪市事業は大阪市が主体となって行っている。

• 舞洲地区においては、一般廃棄物や浚渫土砂の受入を終了し、まちづくりが行われている。

• 夢洲地区においては、一般廃棄物や浚渫土砂や陸上残土などの廃棄物を現在受入れている。

• 新島地区においては、１区は近畿２府４県１７５市町村(2007年3月現在)の広域的な廃棄物処分場として、２区は市内の公共事業か
ら発生する浚渫土砂等の処分場として計画している。

６．事業の実績（歴史）
・ 1960年代の急速な経済成長から廃棄物処分に伴う悪臭、汚水等の公害が社会問題化するとともに市域での処分場確保が困難にな

り、1970年代には海面埋立による廃棄物の処分地を確保することとなった。

・ 近畿の内陸市町村でも、1980年代に入って過密化が進んで市街化での処分場の確保は困難になり、厚生・運輸両省によるフェニッ
クス計画が構想され、1981年に制定された「広域臨海環境整備センター法」を契機に大阪湾における広域の廃棄物処分が始まった。

Ⅰ－１ 事業概要及び現状（廃棄物処分場整備・管理事業）
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「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）」に定められた廃棄物
• 一般廃棄物： 主に家庭や事務所等から発生する可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみ、し尿処理汚泥で、それらを焼却工場

で焼却した焼却灰をいう。

• 産業廃棄物： 主に事業所等から発生する上下水汚泥、廃プラスチック・ゴムくず、金属・ガラス・陶磁器くず、がれき類
などで燃え殻や砕いたくずをいう。

• 災害廃棄物： 阪神淡路大震災等での被害家屋などから出てくる破損したコンクリートや木片など大規模災害によって
発生する不要になったごみをいう。

「海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律(海防法）」に定められた廃棄物
• 陸上残土： 公共工事や民間建設工事などにより発生する土砂でごみなどが混ざらないものをいう。

• 浚渫土砂： 河川や海域の水底に堆積した土砂を指し、不要になったものをいう。

最終処分場とは、不用品のうちリユース（再利用）、リサイクル（再資源化）が困難なものを処分する

ための施設をいい、ごみ処分場、ごみ埋立場、埋立処分場などとも呼ばれている。

廃棄物処理法や海防法で定められた処分場の種類

• 管理型処分場： 管理を要する廃棄物を受入れるため、廃棄物が海域に溶出しないように遮水鋼矢板で囲んだ処分場

• 安定型処分場： 陸上発生残土や浚渫土砂や性状が安定した廃棄物を受け入れる処分場

言葉の定義（廃棄物について）
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地盤

護 岸 整 備 ：海面埋立処分場に廃棄物を処分するときに廃棄物等が周辺の海域へ流れ出さないようにするため、
処分場と海域と区切ることを目的に周囲を砂や石やコンクリートなどを用いて造った構造物をいう

受入施設整備 ：廃棄物処分場で廃棄物を受入れるために必要な施設として、２府４県から運ばれてくる廃棄物を船

積みする積出基地や海面埋立処分場では船で運ばれてきた廃棄物を処分場に陸揚げする
バ ッ ク ホ ウ と い う 揚 陸 機 械 や 処 分 場 内 で 埋 め 立 て る 場 所 ま で 運 ぶ ト ラ ッ ク な ど を い う

廃 棄 物 処 分 ：家庭や事務所から出るごみを焼却工場で燃やした焼却灰や不要になったものを中間処理したうえで、

最後に残ったものを最終処分場である海面埋立処分場で埋立てて処理することをいう

遮 水 鋼 矢 板 ：管理型処分場において、処分場の周辺海域に有害物質が漏れないように、連続的につないで囲う

ために使用する鉄の板

廃棄物

廃棄物護岸

遮水鋼矢板

海面埋立処分場について

廃棄物護岸

遮水鋼矢板

揚陸機械(バックホウ)
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Ⅰ－１－１ 大阪市での廃棄物を海面処分するに至った経緯

・ 一般廃棄物・産業廃棄物の最終処分場の市域内での確保は市街化により困難となり、海面に処分場を求めざるを得なくなった。
・ 港内に堆積した水底土砂を浚渫して出る土砂や公共工事から出る陸上残土の処分のため、海面に処分場を求めるようになった。
・ そのため、1972年から舞洲で受入れ、1986年からは夢洲で受入れている。
・ 「瀬戸内海環境保全特別措置法」により新たな市独自の海面埋立処分場の確保は困難であることから、広域処分場に依存せざるを

得ない。
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舞洲

夢洲

1972～93年に一般
廃棄物、産業廃棄物、
浚渫土砂、陸上残土
の処分場として埋立

フェニックス
神戸沖処分場

（2001年から受入) １９７１年までの
一般廃棄物の処分は
市内の処分場で埋立

夢洲受入
終了後の
浚渫土砂
の処分場

フェニックス
大阪沖処分場

（2008年度受入開始予定）

新島1区

Ⅰ－１－2 廃棄物処分場の経緯

・ 大阪市では一般廃棄物・産業廃棄物や浚渫土砂・陸上残土を最終処分場として造られた舞洲・夢洲で処分している。
・ 一般廃棄物・産業廃棄物の最終処分場は、夢洲での受入れが終了すれば、「瀬戸内海環境保全特別措置法」により

本市独自の新たな埋立処分場の確保は困難であることからフェニックス処分場に移行せざるを得ない。
・ 浚渫土砂・陸上残土の最終処分場は、夢洲での受入れが終了すれば新島２区処分場に移行せざるを得ない。

新島２区

1985年から一般廃棄
物、産業廃棄物、浚
渫土砂、陸上残土の
処 分 場 と し て 埋 立

一般廃棄物
産業廃棄物

一般廃棄物
産業廃棄物
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Ⅰ－１－3 大阪港で処分される廃棄物と処分場

陸上残土

一般廃棄物
（家庭系）

浚渫土砂

一般廃棄物
（事業系）

陸上残土

産業廃棄物

陸上残土

公共収集

民間収集

市内

広域

廃棄物

一般廃棄物

市の
焼却工場
で焼却

大阪市処分場
（管理型）

舞洲1区（1972-1986）

夢洲1区（1985- ）

大阪市処分場
（安定型）

舞洲2・3区（1972-1993）

夢洲2・3区（1987- ）

フェニックス処分場

尼崎沖（1990-2018）

泉大津沖（1972-2018）

神戸沖（2001-2021）

新島１区
大阪沖（2008-2021）

113ha 1,600万m3

203ha 3,100万m3

88ha 1,500万m3

95ha 1,400万m3

2府4県
175市町村

産業廃棄物

47ha 911万m3

73ha 1,169万m3

157 ha 1,944万m3

215 ha 4,717万m3

処分地面積 受入容量処分地（受入期間）廃棄物の種類

*1 大阪港の処分地で処分される廃棄物の主な種類と流れを示した図であり、実際には再生利用されたり、他の処理施設で処理・処分されたりする廃棄物もある。
*2 他都市の一般廃棄物の一部も焼却される。
*3 管理型については2001年に受入終了。

*2

（廃棄物の発生場所、種類によって処分場は異なる。）

新島2区（2018- ） 109ha 2,300万m3

*3

*3

（ 現在護岸整備中、2008年度受入開始予定）

焼却

（護岸整備中）

• 廃棄物処分場には2種類あり、管理型では、一般廃棄物や産業廃棄物など管理を要する廃棄物を処分し、浚渫土砂
や陸上残土などの性状が安定した廃棄物は安定型処分場で処分している。

*1
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Ⅰ－１－4 広域臨海環境整備事業（大阪湾フェニックス事業）の概要

第1期事業※１

・1985年10月の大阪湾圏域広域処理場整備基本計画では、1989年から６年間の廃棄物最終処分予測量を約21,500 万m3と
推計し、その約21％の廃棄物量4,500万m3をフェニックス事業で受入れることとしている。
・その内訳は泉大津沖処分場で3,000万m3、尼崎沖処分場で1,500万m3となっている。

15,200 1,800 4,500

※１ 泉大津沖、尼崎沖の処分場計画

※２ 泉大津沖、尼崎沖、神戸沖、大阪沖の処分場計画

※３ 2006年３月の基本計画の変更で廃棄物の減量化の取り組みにより、受入期間が平成33年まで延伸された。

※４ 当初受入量より実績受入量は沈下等により若干増加している｡（泉大津沖処分場3,000万ｍ3→3,100万ｍ3、尼崎沖処分場1,500万ｍ3→1,600万ｍ3）

1989～1994年度の廃棄物処分量累計（万m3）

21,500万m3

各自治体の自己処分量 公社等処分量 広域処分量

第２期事業※2

・2000年２月に変更された基本計画では、1989年から17年間※３ の廃棄物最終処分予測量を約72,700万m3と推計し、その
約10％の廃棄物量7,600万m3 ※４ をフェニックス事業で受入れすることとした。
・増加した廃棄物の処理場として、新たに神戸沖処分場で1,500万m3、大阪沖処分場で1,400万m3が追加された。

1989～2005年度の廃棄物処分量累計（万m3）

62,600 2,500 7,600

自己処分量 公社等処分量 広域処分量

72,700万m3

・ 広域臨海環境整備センター法の制定により大阪湾における広域の廃棄物処分が始まった。
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フェニックス事業の各処分場の概要（大阪沖、泉大津沖、尼崎沖、神戸沖処分場)

新島１区（フェニックス事業）

大阪沖 1,400万m3 （管理型）

資料：大阪湾広域臨海環境整備センター

一般廃
棄物
55%

陸上残
土
20%

産業・
災害廃
棄物
25%

一般廃
棄物
13%

浚渫土
砂
23% 産業・

災害廃
棄物
23%

陸上残
土
41%

泉大津沖 3,100万m3（管理型・安定型）

一般廃

棄物
14%

浚渫土

砂
29%

産業・

災害廃
棄物
18%

陸上残

土
39%

尼崎沖 1,600万m3 （管理型・安定型）

一般廃
棄物
53%

浚渫土
砂
0%

産業・
災害廃
棄物
27%

陸上残
土
20%

神戸沖 1,500万m3 （管理型）

・ 第1期事業は、管理型及び安定型併用処分場であり、泉大津沖・尼崎沖ともに浚渫土砂・陸上残土で60％を
超えている。
・ 第2期事業は、管理型のみであり、一般廃棄物が50％を超える受入割合となっている。

第1期事業

第２期事業
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Ⅰ－１－5 大阪港での廃棄物処分の全体像

*1 大阪湾広域臨海環境整備センター

センター

排出事業者（地方
公共団体、民間）

地方公共団体が負
担

（国庫補助あり）

センターに整備を
委託

港湾局（港湾管理
者）が負担

（国庫補助あり）

センターに整備を
委託

セン
ター米１

フェニックス
事業

港湾局より環境事
業協会へ委託

排出事業者（大阪
市、国）

港湾局港湾局
大阪市事業

（安定型）

港湾局（港湾管
理者）が所有

土地売却し、整
備費を回収

まちづくり

関連事業

環境事業局環境事業局港湾局
環境

事業局

大阪市事業

（管理型）

処分運搬受入施設整備護岸整備

土地利用

（受入完了後）

廃棄物受入処分場整備

管理者

を港湾局が担当

・ 港湾局では海面処分場において主に護岸整備を実施している。
・ 廃棄物処分後は、まちづくり事業へ移行し、埋立地として土地を売却し整備費を回収している。



13

1) 臨海部まちづくり事業と港湾環境事業の区分

・舞洲、夢洲、新島の埋立地は港湾環境事業において廃棄物処分場として整備を開始し、廃棄物等の受入
終了後臨海部まちづくり事業において土地造成を実施し、その後港営事業会計に会計移行を行って売却等
の処分を行っている。

資料：大阪市港湾局

※１ 廃棄物事業がない場合は土地造成から港営事業会計で実施（咲洲等）
※２ 国庫補助とは、国が特に必要があると認める場合に、工事の費用を補助するもの。（港湾法第43条）

土地売却代金を主たる財源と
して企業債を償還。

港湾局
（港湾管理者）

港湾局（港湾管理者）

「まちづくり（基盤整備）」を行い、土地売却を行う売却益で整備費を返済

事
業
主
体

事
業
内
容

廃棄物事業※１
（一般会計・国庫補助※２）

土地造成事業
（一般会計）

土地造成事業
（港営事業会計）

廃棄物事業
（一般会計）

会
計
等

港湾環境事業 臨海部まちづくり事業

一般廃棄物の処分
環境事業局

浚渫土砂等の処分
港湾局

（港湾管理者）

土地利用
基本インフラ
整備

埋立完了廃棄物等受入廃棄物護岸整備

・処分場と海域とを区切る
ことを目的とした護岸の整
備

・廃棄物、残土、浚渫土砂
による埋立

・地盤改良、盛土及び整地
工事等を行い、売却可能な
土地に整備

・道路・水道など土地利用
に必要な基本インフラを整
備

・土地の売却、賃貸等
を実施
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・ フェニックス事業については、広域臨海環境整備センター法に基づき、大阪湾広域臨海整備セン
ター（法人）が整備を行っている。また、大阪市事業は大阪市が主体となって行っている。

資料：大阪市港湾局・大阪湾広域臨海環境整備センター

※港湾局では、環境緑地課を主担課とし、庶務課・海務課・臨海部地域活性化室・保全整備課・設計課などにより、計画から実施に伴う業務にかかわっている

※職員については、この事業のみに専従しているものはなく、港湾局事業の一つとして職務遂行している

大阪市港湾局（港湾管理者）

•廃棄物処分地整備（大阪市事業）、処分地管理
運営業務

廃棄物処分地整備事業（新島地区）

大阪湾広域臨海整備センター

•広域臨海環境整備センター法に基づく、港湾管
理者からの委託による廃棄物埋立護岸の整備

廃棄物処分地管理運営事業（夢洲地区）

（財）大阪産業廃棄物処理公社

•北港廃棄物埋立処分地第２・３区等における浚
渫土砂等の受入業務の実施

委託 委託

※2006.4.1より（財）大阪市環境事業協会へ移管

2006年度北港管理運営委託費 ２５７百万円

現場作業費 １０１百万円

人件費 ８０百万円

放水口環境監視作業費等 ７６百万円

※

2) 体制（委託状況）
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北港北（舞洲）廃棄物埋立処分場

舞洲第１区（環境事業局が管理）は市域から発生する一般廃棄
物等の自己処分場として整備（1986年受入終了）

第２・３区（港湾局が管理）は市内の公共事業から発生する浚
渫土砂等の自己処分場として整備（1993年受入終了）

資料：大阪市港湾局

・ 舞洲地区においては、一般廃棄物や浚渫土砂の受入れを終了し、まちづくりが行われている。

3) 舞洲地区の概要（大阪市処分場）

第２区

第３区

第１区

合計
２，８５５

第１区

第２・３区

区 画 廃棄物の種類
埋立容量（万m3)

（実績）

一般廃棄物
産業廃棄物 ９１１

浚渫土砂
陸上残土 １，９４４
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北港南（夢洲）廃棄物埋立処分場

夢洲第１区（環境事業局が管理）は市域から発生する一般廃棄
物等の自己処分場として整備

第２・３区（港湾局が管理）は市内の公共事業から発生する浚
渫土砂等の自己処分場として整備

資料：大阪市港湾局

第２・３区における浚渫土砂等の受入業務、区画内の環境保全
にかかる経費を一般会計にて支出している。

浚渫土砂等の受入れにあたっては、排出局から土砂投棄料を徴
収している。※２

※１ 岸壁、埠頭用地など港湾物流機能を確保するため、早期に埋立てを行い土地利用を図
るべく山砂や陸上残土の埋立材料を用いて埋立てた区域

※２ 廃棄物の処分は排出者の責任・負担で実施すべきとの原則から、処分場の管理・建設
に係る費用負担を処分の内容・土量に応じ求めている。

管理費：処分地の管理（検査等）に要した経緯費（70円/m3）
作業費：処分地での土砂受け入れ作業に要した経費（250 円/m3）
負担金：他事業から土砂受け入れを行う際の護岸建設相当負担金（250 円/m3）

・ 夢洲地区においては、一般廃棄物や浚渫土砂や陸上残土などの廃棄物を現在受入れている。

山砂及び陸上残土
水底土砂第４区※１

4) 夢洲地区の概要（大阪市処分場）

区画 廃棄物の種類 計画容量（万m3)

第１区
一般廃棄物
産業廃棄物

１，１６９

第２・３区 浚渫土砂
陸上残土

４，７１７

廃棄物合計 ５，８８６

１，２７１
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・ 新島地区においては、１区は近畿２府４県175市町村（2007年3月現在）の広域的な廃棄物処分場

として、２区は市内の公共事業から発生する浚渫土砂等の処分場として計画している。

資料：大阪市港湾局・大阪湾広域臨海環境整備センター

＊１ ２区の施行を海域環境の保全に配慮するため2-１区、2-2区の段階施行としている。
３区については、廃棄物処分場としての事業効果を早期発揮するため後年度施行と
している。

施行場所

２，３００

３，７００

浚渫土砂

陸上残土

２ 区※１

大阪市事業

（１０９ha）

合 計

１，４００

計画容量

(万m3)

一般廃棄物

産業廃棄物

災害廃棄物

陸上残土

廃棄物の種類

１ 区

フェニックス事業

（９５ha）

区 画

5) 新島地区の概要（フェニックス処分場、大阪市処分場）
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1977 1985 19871982 1990 1992 2001 年度

資料：大阪市港湾局・大阪湾広域臨海環境整備センター

大阪市事業

舞洲

夢洲

新島２区

フェニックス事業

尼崎沖

泉大津沖

神戸沖

新島１地区

1972 1973 19941989 1998 2008

瀬戸内海環境保全臨時措置法制定

公有水面埋立法の改正

港湾法の改正

1981

広域臨海環境整備センター法制定

廃棄物処理法制定

1970

護岸整備
受 入

1997

廃棄物処理法改正（管理基準の強化）

廃棄物処理法改正

（土地利用の制限）

2004

大阪市の廃棄物処分

1960年代の急速な経済成長から廃棄物処理に伴う悪臭、汚水等の公害が社会問題化するとともに市域での処分場確保が困難に
なり、1970年代には海面埋立による廃棄物の処分地を確保することとなった｡

広域の廃棄物処分

近畿の内陸市町村でも、1980年代に入って過密化が進んだ市街地での処分場の確保は困難になり、厚生・運輸両省によるフェニッ
クス計画が構想され、1981年に制定された「広域臨海環境整備センター法」を契機に大阪湾における広域の廃棄物処分が始まった｡

Ⅰ－１－6 事業の実績（歴史）
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１ 大阪港の公害

• 都市の河口近くでは、背後圏の生活物資等の物流の拠点となり、また、工場や住居が密集している｡

• 都市活動が活発になるにつれ、川が汚染されるようになり、悪臭や汚水など環境面で周辺住民に大きな影響を及ぼすこととなっ
た。特に、河口付近は上流から流れ出したものが沈殿、堆積しやすいため、河川の汚染の影響が顕著に表われた。

２ 公害防止対策事業の実施体制の根拠

• 港湾法第１２条第２項により、港湾管理者の業務として汚染の防除を行い良好な状態に維持することと規定されている。

• 「公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」第２条第３項第５号により、公害防止対策事業として、

公害の原因となる物質がたい積している港湾の浚渫事業が定義され、国の財政上の特別措置の対象となっている。

• 現在、防除の対象となっているダイオキシン類による汚染については、「ダイオキシン類対策特別措置法」第３条第２項により、地
方公共団体が除去等の施策を実施する責務と規定されている。

３ 大阪港内の汚染汚泥の概要

• 汚染状況調査の結果、浄化対策を行うことになった区域の内、港湾区域を港湾管理者が行うことになった。

• 大阪港においては、港湾区域の内、事業対象範囲とする区域において、有機汚泥、ＰＣＢ、ダイオキシン類の対策を実施している。

４ 大阪港の公害防止対策事業の概要

• 人体への影響を軽減させるため定められた基準等を達成することを目的に事業が実施され、有機汚泥対策やＰＣＢ含有土砂対
策については基準達成され、今後はダイオキシン類の基準達成に向け対策を行う。

５ 事業の実績（歴史）

• 1974～2002年までに有機汚泥対策として443万ｍ3の除去を行った。

• 1997～2000年においてＰＣＢ含有土砂対策として47万ｍ3の除去を行い完了した。

• 2003年以降は底質ダイオキシン類浄化対策に移行することとしている。

６ 他都市の現状

• 現在明らかにされているダイオキシン類汚染状況は次のとおりとなっている。

Ⅰ－2 事業概要及び現状（公害防止対策）
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• 有 機 汚 泥 ： 流入する河川流域の不特定多数の工場・家庭排水などの人為的原
因による有機物等が含まれた水底の土砂。溶存酸素の消費、悪臭等
の発生原因となり、水質や生活環境に悪影響を及ぼす。

• ＰＣＢ含有土砂 ： コンデンサの絶縁油など様々な用途で過去に使用されていたポリ
塩化ビフェニールを含む水底の土砂。

• 底質ダイオキシン類 ： かつて使用されていた農薬やＰＣＢ製剤、燃焼由来など様々な要因
が複合し、かつ不特定多数の発生源により生成されたダイオキシン
類により汚染された水底の土砂。

• ダイオキシン類特別措置法： 平成11年7月16日法律第105号で、ダイオキシン類が人の生命及び
健康に重大な影響を与えるおそれがある物質であることにかんがみ、
ダイオキシン類による環境の汚染の防止及びその除去等をするため、
ダイオキシン類に関する施策の基本とすべき基準を定めるとともに、
必要な規制、汚染土壌に係る措置等を定めることにより、国民の健
康の保護を図ることを目的として制定された法律。

1日あたりの摂取量（人の体重1ｋｇ当たり４ピコグラム）
大気（０．６ピコ－ＴＥＱ／ｍ3以下）
水質（ １ピコ－ＴＥＱ／Ｌ以下）
水底の底質（１５０ピコ－ＴＥＱ／ｇ以下）
土壌（１０００ピコ－ＴＥＱ／ｇ以下）

言葉の定義（公害防止対策について）
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Ⅰ－2－1 大阪港の公害
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・都市の河口近くでは、背後圏の生活物資等の物流の拠点となり、また、工場や住居が密集している｡

・都市活動が活発になるにつれ、川が汚染されるようになり、悪臭や汚水など環境面で周辺住民に大きな影響を
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• 「港湾法」第１２条第２項（港務局：港湾管理者の業務）

港湾区域及び港務局管理する港湾施設を良好な状態に維持すること（港湾区域内における漂流
物、廃船その他船舶航行に支障を及ぼすおそれがある物の除去及び港湾区域内の水域の清掃
その他の汚染の防除を含む。）。

• 「公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」第２条第３
項第５号

この法律において「公害防止対策事業」とは、国又は地方公共団体が公害防止計画に基づいて
実施する事業その他公害の防止のための事業で次に掲げるものをいう。

汚でいその他公害の原因となる物質がたい積し、又は水質が汚濁している河川、湖沼、港湾その

他の公共の用に供される水域において実施される浚渫事業、導水事業その他政令で定める事業

• 「ダイオキシン類対策特別措置法」第３条第２項

地方公共団体は、当該地域の自然的社会的条件に応じたダイオキシン類による環境の汚染の防

止又はその除去等に関する施策を実施するものとする。

Ⅰ－2－2 公害防止対策事業の実施体制の根拠

• 港湾法第１２条第２項により、港湾管理者の業務として汚染の防除を行い良好な状態に維持する
ことと規定されている。

• 「公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」第２条第３項第５号によ

り、公害防止対策事業として、公害の原因となる物質がたい積している港湾の浚渫事業が定義さ
れ、国の財政上の特別措置の対象となっている。

• 現在、防除の対象となっているダイオキシン類による汚染については、「ダイオキシン類対策特別
措置法」第３条第２項により、地方公共団体が除去等の施策を実施する責務と規定されている。
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資料：大阪市港湾局

事業対象区域 対策範囲

凡例

① 有機汚泥対策

② PCB含有水底土砂対策

③ 底質ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策

Ⅰ－2－3 大阪港内の汚染汚泥の概要

・ 汚染状況調査の結果、浄化対策を行うことになった区域の内、港湾区域を港湾管理者が行うことになった。
・ 大阪港においては、港湾区域の内、事業対象範囲とする区域において、有機汚泥、PCB、ダイオキシン類の
対策を実施している。
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・可及的速やかに人の健康を保護する上で維持することが望ましい基準
となっている環境基準（１５０ピコTEQ/ｇ）を超える水底土砂の浚渫除去

等を実施

正連寺川

大正内港(福町堀)
木津川運河及び河
口付近

木津川

旧住吉川

尻無川

三十間堀川

水底の土(底質)ダイ

オキシン類対策
③

・国の定める暫定除去基準（１０ｐｐｍ）を超えるＰＣＢ含有土砂の浚渫除
去や固化処理等を実施

木津川の一部

ＰＣＢ(ポリ塩化ビフェ

ニル）含有土砂対策
②

・汚染泥とされている水産用基準

（ＣＯＤ３０ｍｇ/ｇ）を超える汚染泥除去浚渫等を実施

正連寺川

安治川

尻無川

木津川

木津川運河の一部

有機汚泥対策①

対策内容対策区域

公
害
防
止
対
策
事
業

Ⅰ－2－4 大阪港の公害防止対策事業の概要

・ 人体への影響を軽減させるため定められた基準等を達成することを目的に事業が実施され、有機汚泥対
策やＰＣＢ含有土砂対策については基準達成され、今後はダイオキシン類の基準達成に向け対策を行う。

※公害防止対策事業 ： 「環境基本法」第１７条に基づき、環境大臣が次のいずれかに該当する地域について、関係都道府県知事に対し、その地域において実施さ
れるべき公害の防止に関する施策に係る基本方針を示してその施策に係る計画策定を指示し、これを受け関係都道府県知事が公害防止計
画を策定するもの（作成に際しては、環境大臣に協議し、その同意を得る必要）
１．現に公害が著しく、かつ、公害の防止に関する施策を総合的に講じなければ公害の防止を図ることが著しく困難であると認められる地域
２．人口及び産業の急速な集中その他の事情により公害が著しくなるおそれがあり、かつ、公害の防止に関する施策を総合的に講じなけれ

ば公害の防止を図ることが著しく困難になると認められる地域
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Ⅰ－2－5 事業の実績(歴史)
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浚渫土量

事業費

PCB含有土砂対策
（47万m3）

有機汚泥対策
（3万m3）

有機汚泥対策（440万m3） 底質ダイオキシン類対策（93万m3）

●1967 公害対策基本法制定

●1970 水質汚濁防止法制定

●1971 公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律

●1975 水銀及びPCBの底質の暫定除去基準を設定（環境庁水質保全局通知）

●1993 環境基本法制定（公害対策基本法廃止）

●1999 ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策特別措置法制定

●2002 ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類水底底質環境基準を設定（環境省告示）

・ 1974～2002年までに有機汚泥対策として４４３万m3の除去を行った。

･ 1997～2000年においてＰＣＢ含有土砂対策４７万m3の除去を行い完了した。

・ 2003年度以降は底質ダイオキシン類浄化対策に移行することとしている。

事業費

（百万円）
浚渫土量
（千㎥）
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Ⅰ－2－6 他都市の現状

浚渫除去を基本
472haの区域に約１.1万m3

（150～300ｐｇ-TEQ/ｇ）

熊本県

（水俣港）

－底質調査中

山口県（宇部港）

大阪府（管理河川）

大阪市（管理河川）

東京地域公害防止計画

（２００３．３）

原位置で固化処理後水質
モニタリングを実施

（暫定処置）

約３.6万m3

（150～19000ｐｇ-TEQ/ｇ）

東京都

（横十間川）

富山・高岡地域公害防止

計画（２００５．３）
無害化実証実験

約２９万m3

（150～6500ｐｇ-TEQ/ｇ）

富山県

（富岸運河）

富士地域公害防止計画

（２００４．３）
当面低濃度部の浚渫除去

143haの区域に約54万m3

（150～3600ｐｇ-TEQ/ｇ）

静岡県

（田子の浦港）

大阪地域公害防止計画

（２００３．２）
浚渫除去を基本

4,774haの区域に約93万m3

（150～7200ｐｇ-TEQ/ｇ）

大阪市

（大阪港）

備 考対策状況等汚染公表概要管理者名

・ 現在明らかにされているダイオキシン類汚染状況は次のとおりとなっている。
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Ⅰ－3 事業概要及び現状（緑地整備・管理事業）

１ 港における緑地の意義

・ 大阪市は、山林などの自然の緑に恵まれず、また、都市化が高密度に進んだため、緑などのオープンスペースが少ない都市
構造となっている。そのなか、近年、ウｵーターフロントに対する関心の高まりとともに、生活環境の向上と豊かさを実感できる社
会を創造するための基盤整備が強く求められていることから、大阪港においても、身近で親しみやすいウｵーターフロントの整備
が重要である。

・ 豊かで潤いに満ちた生活のために港湾の整備は快適なウｵーターフロントを形成する核として緑地の整備を積極的に推進す
る。

２ 大阪港における緑地の現状及び本事業の管理区分

・ 大阪市では市民に親しまれる港づくりをめざし、大阪港の臨港地区内に21箇所約93ｈａの臨港緑地を整備、供用している。

３ 緑地計画・整備・維持管理の内容

・ 2000年に策定した大阪市全体の緑のマスタ－プランである｢緑の基本計画｣において、臨海部について、海と共生する新臨
海水際ゾ－ンの整備、海辺の魅力あふれる河口域ゾ－ンの整備を施策として位置付けている。

・ また、具体については、臨港緑地を港湾計画に位置付け、同計画に基づき整備を進めている。なお、1973年に港湾の環境
や景観を整備し、保全する目的で港湾法が一部改正されたことを契機に同年より、環境整備事業（補助）を実施している。

４ 事業の実績

・ 臨港緑地は港湾計画に基づき整備を進めており、整備面積は、2006年時点で約93ｈａ（緑地計画面積約128ｈａ）であり、
1983年に開園した大阪南港野鳥園や1988年の大阪北港ヨットハーバーの供用など、1973年の港湾法の一部改正以降、
面積は増加している。

・ 緑には、レクリエーションの場の提供及び都市環境の改善、防災性の向上等、人に直接的に影響する物理的効果や活気あふ
れる都市の形成及び地域コミュニティーの育成等、間接的に影響する心理的効果もあることから、ゆとりと潤いのある安全で快
適な都市を目指すため整備を進める必要がある。
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Ⅰ－3－１ 港における緑地整備の意義

・ 大阪市は、山林などの自然の緑に恵まれず、また、都市化が高密度に進んだため、緑などのオープンス
ペースが少ない都市構造となっている。

そのなか、近年、ウォータフロントに対する関心の高まりとともに、生活環境の向上と豊かさを実感でき
る社会を創造するための基盤整備が強く求められていることから、 大阪港においても、身近で親しみやす

いウォータフロントの整備が重要である。

・ 豊かで潤いに満ちた生活のための港湾整備のため、快適なウォータフロントを形成する核として緑地の

整備を積極的に推進する。

・ 緑には、レクリエーションの場の提供及び都市環境の改善、防災性の向上等、人に直接的 に影響する

物理的効果や活気あふれる都市の形成及び地域コミュニティーの育成等、間接的に影響する心理的効果
もあることから、ゆとりと潤いのある安全で快適な都市を目指すため 整備を進める必要がある。
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Ⅰ－3－2 大阪港における緑地の現状及び本事業の管理区分

・ 大阪市では市民に親しまれる港づくりをめざし、大阪港の臨港地区内に２１箇所約９３haの臨港緑地を

整備、供用している。（数値：２００６年４月末時点）

資料：大阪市ゆとりとみどり振興局

保存樹等（都市の美観風致を維持す

るための樹木の保存に関する法律）

臨港緑地

都市公園

公共施設緑地

民間施設緑地

：本事業の管理区分

公共施設におけ
る植栽等

施
設
緑
地

臨港緑地
以外の緑
地

臨港緑地以外で
緑地に準じる機
能を持つ施設

緑
地

地
域
性
緑
地
等

港湾法で規定するもの
（ ２１箇所 ９３．５ｈａ）

都市公園法で規定するもの
( ９５８箇所 ９２３．８ｈａ)

埋立緑地

児童遊園
市民農園

墓園 等

学校の校庭や植栽地
下水処理場の附属緑地

公共施設の植栽帯ほか 等

公開空地
寺社境内地

民有地の植栽地ほか 等

風致地区（都市計画法）
生産緑地地区（生産緑地法）

河川区域（河川法）

※１

※２

※３

※１ 臨港緑地 ： 臨港地区（港湾の水域と一体として管理する必要のある水際線背後の陸域）内に整備する緑地。
※２ 緑 地 ： 臨港緑地のみならず都市公園や社寺境内地等の空地の多い施設、農耕地、山林、河川及び水面等のオープン

スペースなど良好な自然環境を形成しているもの。
※３ 都市公園 ： 計画・整備・管理は、大阪市ゆとりとみどり振興局が行っている。

また、数値（2006年3月末時点）は、国営公園、府営公園の面積を含んでいる。
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Ⅰ－3－3 大阪港における緑地計画・整備・維持管理の内容について

①緑地計画・整備

・ 大阪港の西側水際線沿いに大規模な緑地を整備し、市民の海洋性レクリエーション需要に対応するとともに大阪港の
修景を図る。

・ 自然環境の保全を図り、市民が自然と接することのできる緑地を整備する。

・ 港で働く人々、港を訪れる人々が憩い集うことのできる緑地を整備する。

以上の方針に基づき、緑地整備を推進している。

②維持管理

大阪港においては、昨今の市民の環境問題への関心の高まりや、ウォーターフロントにおける市民ニーズの多様化・
高度化など社会情勢の変化に対応した環境保全に対する取組みが重要であり、今後、臨海部の魅力度向上により、環
境にやさしく市民に親しまれる港づくりを実現する必要がある。 そのため、日常的な施設の維持管理業務に加え、市民
ニーズ等に迅速に対応するため現場巡視及び緊急補修等は必要不可欠なものと捉え、港の玄関口に相応しい清潔で
快適な緑地環境の形成ができるよう取組んでいる。

２０００年に策定した大阪市全体の緑のマスタープランである「緑の基本計画」において、臨海部について、海と共生する新臨

海水際ゾーンの整備、海辺の魅力あふれる河口域ゾーンの整備を施策として位置付けている。

また、具体については、臨港緑地を港湾計画に位置付け、同計画に基づき整備を進めている。なお、１９７３年に港湾の
環境や景観を整備し、保全する目的で港湾法が一部改正されたことを契機に同年より、環境整備事業（補助）を実施して
いる。

緑の基本計画

○海と共生する新臨海水際ゾーンの整備

・市民に身近な魅力ある水際空間の整備

・新臨海水際ゾーンの緑の拠点の整備

○海辺の魅力あふれた河口域ゾーンの整備

・海と一体となった臨港緑地などの整備

・海と一体となった緑あふれるまちの整備
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1) 緑地計画・整備箇所図

・大阪市の西側水際線沿いに大規模場緑地を整備し、市民の海洋性レクリエーション需要に対応するとともに大阪港の修景を図る。
・自然環境の保全を図り、市民が自然と接することができる緑地を整備する。
・港で働く人々、港を訪れる人々が憩い集うことができる緑地を整備する。

以上の方針に基づき、緑地整備を推進している。

供用施設
（2006.4月末）

番号 名称 面積（ｍ2）
① 舞洲緑道 85,000
② 常吉臨港緑地 25,270
③ 大阪北港ヨットハーバー 187,000
④ 舞洲緑地 130,000
⑤ 此花西部臨港緑地 17,973
⑥ 弁天埠頭臨港緑地 2,150
⑦ 天保山臨港緑地 3,650
⑧ 桜島臨港緑地 1,170
⑨ 中央突堤臨港緑地 14,922
⑩ 第１・２突堤北臨港緑地 5,030
⑪ 第１・２突堤中臨港緑地 700
⑫ 第１・２突堤南臨港緑地 890
⑬ 港大橋臨港緑地 38,000
⑭ 大正内港臨港緑地 3,700
⑮ コスモスクエア海浜緑地 126,885
⑯ 大阪南港野鳥園 193,000
⑰ 南港緑道 77,500
⑱ フェリー前臨港緑地 9,100
⑲ 南港南臨港緑地 2,200
⑳ かもめ臨港緑地 4,180
21 大阪南港魚つり園 7,650

合計 935,970
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約９３合計

舞洲地区の
緑地・緑道

及び此花・港・
大正３区の
臨港緑地

舞洲緑地管理
事務所

Ｂ

咲洲地区の
緑地・緑道

咲洲緑地管理
事務所

Ａ

管理面積
（ｈａ）管理区域事務所名

2)  維持管理

大阪港においては、昨今の市民の環境問題への関心の高まりや、ウォーターフロントにおける市民ニーズ
の多様化・高度化など社会情勢の変化に対応した環境保全に対する取組みが重要であり、今後、臨海部の
魅力度向上により、環境にやさしく市民に親しまれる港づくりを実現する必要がある。

そのため、日常的な施設の維持管理業務に加え、市民ニーズ等に迅速に対応する現場巡視及び緊急補
修等は必要不可欠なものと捉え港の玄関口に相応しい清潔で快適な緑地環境の形成ができるよう取組んで
いる。

管理事務所の配置
緑地の維持管理については、咲洲地
区及び舞洲地区に各１事務所を配置
し業務を実施している。

約４６

約4７
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１－3－4 事業の実績（歴史）

臨港緑地は港湾計画に基づき整備を進めており、整備面積は、２００６年時点で約９３ｈａ（緑地計画面積
約１２８ha）であり、１９８３年に開園した大阪南港野鳥園や１９８８年の大阪北港ヨットハーバーの供用など、
１９７３年の港湾法の一部改正以降、面積は増加している。
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園
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園※エコポートモデル事業制度は運輸省港湾局が

進める〔環境と共生する港湾〕の実現を促進する
観点から、全国の模範となる港湾をエコポートモデ
ル港として指定。

大
阪
港
が
エ
コ
ポ
ー
ト
モ
デ
ル
港

に
指
定

※

大
阪
市
緑
の
基
本
計
画
策
定

0.2 1.9 1.9 2.3 4.8 4.8
8.5 12 12 12

39 39 39 39 39

58 58 59 59 59 59 59 59 59

75
81 84

90 92 92 93 93 93 93

1
97

3

1
97

4

1
97

5

1
97

6

1
97

7

1
97

8

1
97

9

1
98

0

1
98

1

1
98

2

1
98

3

1
98

4

1
98

5

1
98

6

1
98

7

1
98

8

1
98

9

1
99

0

1
99

1

1
99

2

1
99

3

1
99

4

1
99

5

1
99

6

1
99

7

1
99

8

1
99

9

2
00

0

2
00

1

2
00

2

2
00

3

2
00

4

2
00

5

2
00

6

年 度

整備面積（ha） 緑地計画面積（ｈａ））

8.9

61

135

197

134
128

大
阪
北
港

ヨ
ッ
ト
ハ
ー
バ
ー

資料：大阪市港湾局
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１ 事業収支・推移

・ 廃棄物処分場整備がほとんどの事業費を占めており、港湾環境事業全体では、約82億円の税が投入されている。

・ 大阪市事業は、２００１年度までに整備の準備を実施。２００２年度より本格的整備を実施したが、２００３年度以降
予算の削減に伴い減少している。

２ 組織体制
・ 港湾環境事業については、緑地の維持管理、水域環境監視等業務に多数の人員が配置されている。

・ フェニックス事業については、広域臨海環境整備センター法に基づき、大阪湾広域臨海整備センター（法人）が整備
を行っている。

・ 北港南廃棄処分場の２・３区における浚渫土砂等の受入業務を大阪市環境事業協会が実施している。

Ⅰ－4 事業概要及び現状（収支・体制）
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１－4－１事業収支・推移（2005年度）

１）収支

96.0

4.3 2.0

11.5

64.2

87.1

81.8

8.8

0.3

2.4

0.5 0.1 0.50.1

1.3

1.1

処分地整備
事業費
100.3

公害防止
事業費

2.0

緑地整備・管理
事業費

2.7

人件費
11.5

公債費
64.2

国庫補助
0.6

起債
87.7

差引
税等
88.1

処分地整備

廃棄物受入
公害防止

対策
緑地整備

緑地維持管理

人件費

公債費

公害対策補助

緑地補助

廃棄物処分起債

公害対策起債

緑地起債

大阪湾臨海環境整備
センター負担金

土捨料

環境整備負担金等※

負担金等
11.2

180.6

99.6

・廃棄物処分場整備がほとんどの事業費を占めており、港湾環境事業全体では、約82億円の税が投入されている。

支 出 収 入

※昭和48年の港湾法改正（第43条の5）により創設されたものであり、港湾の環境整備及び保全のために環境整備工事に要する費用の1/2を限度として、臨港
地区及び港湾区域内に立地する一定規模以上の工場または事業場のうち、1万㎡以上の敷地面積を有する事業者に負担いただくもの。



36資料：大阪市港湾局

・大阪市事業は、2001年度までに整備の準備を実施。2002年度より本格的整備を実施したが、2003年度以降
予算の削減に伴い減少している。

２)事業費の推移①

廃棄物処分地整備費の推移
（単位：億円）

99

258

139

73

96

6.1 5.7 5.1 5 4.3

2001 2002 2003 2004 2005

処分地整備

廃棄物受入

処分地整備の内訳（単位：億円）

46

147

68

22 23

53

111

71

51
73

2001 2002 2003 2004 2005

大阪市事業（新島）

フェニックス事業

夢洲処分場の処分場運営費

大阪市事業は、2001年
度までに整備の準備を
実施。
2002年度より本格的整
備を実施したが、2003
年度以降予算の削減
に伴い減少している。

99

258

139

73
96



37資料：大阪市港湾局

公害防止対策、緑地整備事業費の推移
（単位：億円）

8.4

2.2

1.4
2 2

5.8

11.3

7.5

0.3

6.0

3.3 3.2

2.4

2.8

2.7

2001 2002 2003 2004 2005

２)事業費の推移②

緑地整備

緑地管理

公害防止対策

0
2

4
3

1

1

3 5

2

3

5

0

0

0

2001 2002 2003 2004 2005

夢洲海浜

中央突堤

此花西部

その他
（計画調査等）

環境整備緑地事業

1 1 0 1 1

0
0 1 0 0

0
0 0 0 0

0
0 0 0 0

4

2 2
2 1

0

0 0
0 0

2001 2002 2003 2004 2005

8

1 1 1 1

1

1
1

1 1

2001 2002 2003 2004 2005

緑地整備費の内訳（単位：億円）

緑地管理費の内訳（単位：億円）

公害防止対策の内訳（単位：億円）

舞洲スポーツアイラ
ンド施設維持管理

此花西部
中央突堤

環境整備負担金

緑地維持管理

有機汚泥等浚渫

水域環境監視
（高津丸による） 有機汚泥除去につ

いては2001年度に
浚渫工事を実施
2002年度以降は底
質調査

2003年度は此花西
部緑地が他事業と
の進捗を併せる必
要から事業が一時
休止する。
また、本年度以降
予算の削減も伴い
減少している。

外郭団体から港湾
局に維持管理が移
管されたことに伴う
出向職員の人件費
相当額が減少して
いる。

11．3

7．5

2．8

0．3

6

8．4

2．2
2 2

1．4

５．8

3．3
3．2

2．4
2．7

※ 棒グラフ内の数

字は概数
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2 2

6

4

8

46

1 2 11 1

12

43

1 11
1

2

13

１－4－2港湾環境整備・保全事業実施体制
１）局の体制 （2006年3月現在）

・港湾環境整備・保全事業の実施体制においては、環境監視等の海上保全業務及び緑地の維持管理業務に人
員が多く配置されている。

計 画

管理・運営

共通
インフラ

共 通

100％＝148人

局の環境関係に
おける全職員

5人
11人

73人

59人

う ち

１・3号職員 ２号職員

21人 38人

26人 47人

9人 2人

5人 0人

5人

計画

予算執行管理
港湾事業の計画等

11人

共通 共通インフラ管理・運営

73人

59人

公用車
運転関係

研修の企
画・開催

経営企
画関係

庶務関係

ＯＡシス
テム関係

機械設備の点検
・維持補修

緑地工事の
設計・積算等

所管工事の
検査関係

緑地の維
持管理

土木工事の
設計・積算

設計、積算基
準の整備等

建築工
事関係

港湾構造
物調査等

環境監視等の
海上保全業務

廃棄物処
理場管理

緑地の整
備・管理

資料：大阪市港湾局

1
広報関係



39資料：大阪市港湾局

２）環境事業における業務実施体制の推移（単位：人）

※各年度の人員数については、３月１日時点とする。

71

121
125

161

148

28

52 54 54

73

25

46 47

67

59

13 15 16 15

55
8 8

25

11

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年

全 体

管理運営

計 画

環境事業については、派遣解消等により人員が増加傾向にある

共 通

共通インフラ

環境事業全体人員
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３）大阪湾広域臨海環境整備センター組織体制

・フェニックス事業については、広域臨海環境整備センター法に基づき、大阪湾広域臨海整備センター（法人）
が整備を行っている。

資料：大阪市港湾局・大阪湾広域臨海環境整備センター

セ ン タ ー 職 員 数 （ 2 0 0 6 年 4 月 1 日 現 在 ）

1 6

役 職
全 体

大 阪 市 出 向 0 2 0 1 40

計

大 阪 湾 広 域 臨 海 環 境 整 備 セ ン タ ー

管 理 委 員 会

理 事 長 監 事

工 務 課

環 境 課

業 務 課

理 事 長 ： 兵 庫 県 副 知 事

委 員 長 ： 大 阪 府 知 事 委 員 ： 1 府 4 県 知 事 、 大
阪 ・ 神 戸 市 長

広 域 臨 海 環 境 整 備 セ ン タ ー 法 に
基 づ く 、 港 湾 管 理 者 か ら の 委 託 に
よ る 、 廃 棄 物 埋 立 護 岸 の 整 備

理 事

副 理 事 長

総 務 課

財 務 課

企 画 課

副 理 事 長 理 事

大 阪 沖 建 設 課

監 事 職 員

大 阪 建 設 事 務 所

兵 庫 建 設 事 務 所

1 1 9 1 3 8
理 事 長

1 1 1 5 2
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４）大阪市環境事業協会組織体制

財団法人 大阪市環境事業協会

評議員会

理事長

理事

総務部

監事

企画事業部

埋立管理部

技術部

北港事業所

役職

全体

大阪市出向

理事長 理事 監事 職員 計

１ ２

７１ ７２

４２８

０ １

７

０

協会職員数(2007年4月1日現在)

資料：大阪市環境事業協会

・ 北港南廃棄物処分場事業の２・３区における浚渫土砂等の受入業務を大阪市環境事業協会が実施 し

ている。

４１８
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Ⅱ 経営課題
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Ⅱ－１ 経営課題（廃棄物処分場整備・管理事業）

１ 大阪市事業の事業効率

• 大阪市は総事業費、埋立面積、処分土量ともに東京都に次いで２番目に高い水準となっているが、面積当り事業費では３番目に、
容積当り事業費では２番目に効率的となっている。

• 新島は水深が深い場所であることや工事の環境対策の強化により総事業費、面積当り事業費、容積当り事業費が舞洲・夢洲と比
較して高くなっている。

２ フェニックス事業の事業効率(単位あたり事業費の他都市比較)

• フェニックス事業は、広域的に行われているため人口比事業費は低い

• フェニックス事業、大阪市事業共に福岡、北九州に次いで３、４番目に効率的となっている。

３ 投資効果

• フェニックス事業の護岸整備を優先し2008年に概成させるが、大阪市事業は港湾局長改革マニフェストの進捗を遅らせる事業に位
置づけられていることから、 2010年以降の後年度施行とし、やむなく進捗を遅らせることとしている。

• 大阪市事業は、浚渫土砂と陸上残土を受入れる計画で現在護岸建設工事を行っている。

• 港湾局長改革マニフェストの事業の選択と集中により、新島２区の整備事業は進捗を遅らせることから、夢洲２・３区の受入れが終
了すれば、今後の浚渫土砂及び陸上残土の受入れができない。

• 事業の終息期にある夢洲２･３区は受入残容量が逼迫しているため、更なる延命化を図る必要がある。

４ 起債

• 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律の改正(廃棄物処理法)」により、土地の利用に制限がかかることから土地売却が困難になり、
計画当初の事業スキームが成立しない。

• 護岸整備に要した起債については、廃棄物等により埋め立てられてできた土地を売却することにより返済することとしている。
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北九州市

面積（ha） 容量（万㎥） 埋立護岸事業費
（億円）

東 京 都

大 阪 市

横 浜 市

護岸建設

開始1972年～

開始1974年～

資料：大阪市港湾局

面積当り事業費
（億円/ha）

容積当り事業費
（千円/㎥）

※ 大阪市は舞洲･夢洲･新島2区の合計

※ 海面埋立処分場のみの調査結果である

・大阪市は総事業費、埋立面積、処分土量ともに東京都に次いで２番目に高い水準となっているが、
面積当り事業費では３番目に、容積当り事業費では２番目に効率的となっている。

川 崎 市

福 岡 市

開始1976年～

開始1975年～

開始1987年～

開始1975年～

２３，９６４

１１，０４１

６，６０１

３，７９０

３，４０１

１，１２１

１，１３５

６０１

５５９

１８３

１６６

１５８ ２８７

１，４０７

１，１４０

１，３５３

２,５４９

８，５１７ ７．５

２．４

６．２

８．５

１．８

４．２

３．６

２．３

２．１

３．０

４．１

２．６

1) 単位あたり事業費の他都市比較

Ⅱ－１－１ 大阪市事業の事業効率
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舞 洲

面積（ha） 容量（万㎥） 埋立護岸事業費
（億円）

区 画

１区：管理型
2･3区：安定型

合 計 601ha 11,041万㎥ 2,549億円

護岸建設及び
埋立時期

1972～1986
（受入完了）

1977～
（現在受入中）

2001～
（護岸整備中）

資料：大阪市港湾局・大阪湾広域臨海環境整備センター

面積当り事業費
（億円/ha）

容積当り事業費
（千円/㎥）

夢 洲

１区：管理型
2･3区：安定型

新 島 2区：安定型
４．７

１．６

１．７
３．４

２．３

１０．０

９９３

４６６

１，０９０２，３００

２，８５５

５，８８６２８８

２０４

１０９

２)単位あたり事業費の過去との比較

・ 新島は水深が深い場所であることや工事の環境対策の強化により総事業費、面積当り事業費、容積
当り事業費が舞洲・夢洲と比較して高くなっている。



46

238

46

166184

388

143

514

大
阪

市

フ

ェ
ニ
ッ
ク

ス

東
京

都

川
崎

市

横

浜

市

北
九
州
市

福

岡

市

人口比事業費の他都市との比較

資料：人口･･･国勢調査（2000年）
その他･･･大阪湾広域臨海環境整備センター（1998年度）

・フェニックス事業は、広域的に行われている
ため人口比事業費は低い

※海面処分場のみの調査である
※大阪市は舞洲・夢洲・新島（大阪市事業分）の合計、フェニックスは新島（フェニックス
事業分）・尼崎沖・泉大津沖・神戸沖の合計
※年間平均事業費とは、総事業費を護岸整備期間で除したものである

年間平均事業費比較（万円/千人）

•大阪市事業は３番目、フェニックス事業は最も低い。

事業効率の他都市との比較

資料：大阪市港湾局（2004年度）・大阪湾広域臨海環境整備センター（1998年度）

・フェニックス事業、大阪市事業共に福岡、北九州
に次いで３、４番目に効率的となっている。

4.53 4.11

7.50
8.48

6.23

2.42
1.81

0.26 0.27

0.36

0.41

0.30

0.20

0.26

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

大

阪

市

フ

ェ
ニ

ッ
ク

ス

東

京

都

川

崎

市

横

浜

市

北

九

州

市

福

岡

市

0.0

0.1

0.1

0.2

0.2

0.3

0.3

0.4

0.4

0.5単位当り整備事業コスト比較

•大阪市・フェニックス両事業ともに平均的

※海面処分場のみの調査である
※大阪市は舞洲・夢洲・新島（大阪市事業分）の合計、フェニックスは新島（フェニッ
クス事業分）・尼崎沖・泉大津沖・神戸沖の合計

事業費と処分土量

の比較（億円/万m3）

事業費と埋立面積の比較（億円/ha）

Ⅱ－1－2 フェニックス事業の事業効率(単位あたり事業費の他都市比較)



47資料：大阪市港湾局・大阪湾広域臨海環境整備センター

※大阪市事業の事業費には、別途大阪湾広域臨海環境整備センターからの受託費（委託を受けて工事を行うために必要な費用）も含まれている。

年度

98
90

125

53

5

15
20

18

17

1224

4

4

17

4

4

4

2005 2006 2007 2008 2009 2010～

事
業
費
・
億
円

１１３
１１０

１４２

７１

２２

フェニックス事業

大阪市事業

北港管理費

新島1区

新島２区

１) 実施中、実施予定の投資の概要

Ⅱ－1－3 投資効果

・ フェニックス事業の護岸整備を優先し２００８年に概成させるが、大阪市事業は
港湾局長改革マニフェストの進捗を遅らせる事業に位置づけられていることから、
２０１０年以降の後年度施行とし、やむなく進捗を遅らせることとしている。

フェニックス事業、大阪市事業、北港管理費の事業費の推移

【港湾局長改革マニフェストより】

事業の優先順位を更に明確にするとともに、実施範囲も極限まで限定するなど、より一層の選択と集中を行い、限られた財源を有効活用しながら、当面の間、平成
20年度の完成や受入れを目指し事業進捗を図っているスーパー中枢港湾関連事業やフェニックス事業の実現に集中し、前者の事業に比べて緊急性の乏しい事業、
新島2－1区護岸整備などは進捗を遅らせる一方で、より一層の効率的な維持管理業務の重点化を図る。



48資料：大阪市港湾局

廃棄物処分地（夢洲地区）第２・３区における浚渫土砂等受入実施の推移
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受入量（万m3）
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4,500

受入量累計 272 480 809 1,114 1,498 1,675 2,058 2,276 2,504 2,793 3,057 3,262 3,468 3,554 3,821 3,992 4,011 4,075 4,112 4,131 

年度受入量 272 208 329 305 384 177 382 219 228 289 264 205 207 86 267 172 19 63 38 18 

1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

• 港湾局長改革マニフェストの事業の選択と集中により、新島２区の整備事業は進捗を遅らせることから、夢洲２・３
区の受入れが終了すれば、今後の浚渫土砂及び陸上残土の受入れができない。

• 事業の終息期にある夢洲２･３区は受入残容量が逼迫しているため、更なる延命化を図る必要がある。

年度受入量

受入量累計

残容量浚渫土砂154万m3、陸上残土432万m3

２) 新島２区を遅らせた場合の影響（夢洲の逼迫）
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３） 大阪市事業における効果

大阪市事業は浚渫土砂と陸上残土を受け入れる計画で現在護岸建設工事中であり、以下のとおり費用便益分析を行ったところ、
費用便益比（便益/費用）=1.06となる。

＜マニュアル＞：次のマニュアルの廃棄物海面処分場の項目等を参考に行っている。
「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル 平成16年6月 国土交通省港湾局」
「港湾投資の評価に関する解説書2004 平成16年10月 港湾事業評価手法に関する研究委員会編」

＜基本的な考え方＞
・事業を「実施した場合（with）」と「実施しなかった場合（without）」の場合を想定し、費用と便益を計算する。
・過去の費用は物価変動分を除去し基準年（2006年度）の実質値に変換する。
・その上で、費用及び便益の基準年の実質値を社会的割引率（4%）を用いて現在の価値に変換（割引）する。

・計算期間：護岸建設＋（浚渫土砂及び陸上残土）の受入完了（2025年）

＜費用＞：835億円
浚渫土砂及び陸上残土の受入に必要な護岸整備費

＜便益＞：884億円=290億円+594億円
（輸送便益）： 290億円

輸送便益はwithとwithoutの浚渫土砂と陸上残土の処分コスト（輸送費用と処分費用）の差
・浚渫土砂の場合：2,438円（輸送便益単価）×2,150万㎥（処分量）=524億円（割引前）
・陸上残土の場合：134円（輸送便益単価 ）×150万㎥（処分量）=2億円（割引前）
・浚渫土砂と陸上残土の計：526億円（=524億円+2億円）（割引前）
・これに割引率を乗じると、290億円となる。

（土地の残存価値）：594億円
土地の残存価値は、現在の市場価格とし、受入完了年（竣工時）（2019,2021,2023,2025年）に計上
・単価：舞洲・咲洲の実績から101,000円／㎡
・101,000円 ／㎡ ×108.9ha=550億円（割引前）
・これに割引率を乗じると、594億円となる。

以上より、便益/費用=1.06（=884/835）
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「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の改正（平成１６年４月）により「廃棄物が地下にある土地の形質
変更」に関する項目が追加され、平成１７年４月１日から施行されている。

廃掃法による土地利用制限のかかる土地に指定されれば、

・ 建物の建設などの工事に際して工事内容に制限が加わる。

・ 制限のある土地に対しては、土地の売却単価の下落や購入希望者から敬遠される。

・ 土地の価値が著しく低下する。

土地売却が困難になることから、新島１区では計画当初の事業スキームが成立しない

計画当初は、護岸整備費を廃棄物等で埋め立てられた土地の売却により返済する事業スキーム

Ⅱ－１－４ 起債

１) 土地売却の困難化
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・護岸整備に要した起債については、廃棄物等により埋め立てられてできた土地を売却することにより返済することとしている。

資料：大阪市港湾局

収支計画（単位：億円）

起債償還計画（単位：億円）

フェニックス事業

2,9321,577

578

182

595

起債元金 起債利子 土地売却費

2,155

777

2,932
起債元金・利子合計

2,932

大阪市事業
新島２区

新島１区

２) 起債償還見込み
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フェニックス事業元金

大阪市事業元金
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大阪市事業利子

※フェニックス事業880億（補助302億 起債578億）
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Ⅱ－２ 経営課題（公害防止対策事業）

１ 投資効果

• 本市の財政状況の厳しい中、事業費の進捗を図れないため、後年度に多額の事業費の確保が必要
となっている。

２ 公害防止対策事業を実施するための課題

• 浄化対策の進捗を図るためには、膨大な事業費を確保することや無害化処理のコスト低減を図ること
が必要である。

３ 港湾環境にかかる現況の直営業務と課題

• 今後、水域環境監視等の業務について検証していくことが必要である。
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事
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年 度
事業費負担の考え方

「公害防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」第３条第１項及び第３項に基づき、本事業が公害防止計画に位置付けられている
ことから国土交通省補助１/２と港湾管理者の負担により事業を行っている。

２００７年度から実施される「第８次大阪地域公害防止計画」は現在改定作業中であり、本事業についても引き続き位置づけられる予定である。

Ⅱ－2－1 投資効果

公害防止対策事業費の今後の推移

69.015

69.015

138.03

0.55

0.55

0.55

0.550.55

0.550.525

0.525

0.575

0.575

1.05
1.15 1.1 1.1 1.1

国庫補助

市負担額

・ 本市の財政状況の厳しい中、事業費の進捗を図れないため、後年度に多額の事業費の確保が必要と
なっている。

１）実施中、実施予定の投資の概要
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・ ダイオキシン類に汚染された水底土砂の除去等による効果として、人体（健康）への影響防止の
便益があり、公害防止事業の費用便益比（Ｂ/Ｃ）は10.39となる｡

費用及び便益算出の前提費用及び便益算出の前提
ダイオキシン類に汚染された水底土砂の除去等による効果として、人体（健康）への影響防止の便益がある。便益の算

出方法は、「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル」に基づき、公害防止の価値をＣＶＭ（仮想市場法）を用いて、
市民アンケート調査により計測した｡また、公害防止事業の実施に関わって「更なる安心・安全の向上」の市民意識調査
も併せて行った｡

Ｂ／Ｃ＝１０．３９（総便益Ｂ：１，１４０．４億円、総費用Ｃ：１０９．８億円）

・便益項目 ：環境便益とし、被害防止に対する住民世帯の支払意思額を環境便益として計測する｡

大阪市内居住世帯（1,256,374世帯）代表者として、20歳以上の男女2,250票（無作為
抽出）に郵送

・受益者対象 ：水面の行政区域（市町村）である大阪市域全世帯とする｡

・費用 ：対策に必要な浚渫等の事業費とする｡

・現在価値算出のための割引率 ：４％

・基準年次 ：２００６年（評価時点）

・便益評価対象期間 ：対策完了後５０年間

アンケート調査結果【回収：454票（回収率20.2％）】

・推定支払意思額（有効回答数440票） ８，１８９円（平均値）

・支払意思受託 ７２．９％（３２１票／４４０票）

・市民意識調査 更なる安心・安全の向上を図るべき（かなり、いくぶんを含む） 約７３％

現状どおりでよい。 約２０％

費用分析結果費用分析結果

2） 公害防止対策事業における効果
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浄化対策の進捗を図るために

• 財政状況が厳しい中で、汚染底質約９３万m3の浄化対策を行うために必要な膨大な事業費を確保

することが必要である。

• 無害化処理工法の実施に向けて、工法については実証実験により一定確立されているが、今後、コ
ストの低減が必要である。

Ⅱ－2－2 公害防止対策事業を実施するための課題

・ ダイオキシン類対策特別措置法第３条第２項により、地方公共団体である大阪市が可及的速やかに実施
する責務があると規定されており、大阪市基本計画(2006－2015）策定目標にも実施施策と位置づけている。

・浄化対策の進捗を図るためには、膨大な事業費を確保することや無害化処理のコスト低減を図ることが課題
となっている。



56

Ⅱ－2－3 環境事業における現状の直営業務と課題
・今後、水域環境監視等の海上保全業務について検証していく必要がある。

①現状の業務

環境調査業務 ・埋立実施時における環境配慮するための水域環境調査業務

公害監視業務

②現状における課題

・大阪港内航路、泊地、岸壁及び河川等の水深を確保するための浚渫業務

直
営
に
よ
る
水
域
環
境
監
視

業
務
等
（38
名
）

・公害監視業務については、公害監視船の老朽化や他港状況も視野に入
れながら、公民の役割分担を明確にする必要がある。

・大阪港では、不法係留の実態が多数あり、これらを解消するため、水域
占用許可等の使用状況確認、及び不法係留の取締り、指導、啓発業務を
充実する必要がある。

公害監視業務の廃止

アセットマネジメントを考慮した防潮堤等
コンクリート構造物の補修業務の充実

港湾構造物の定期点検調査の拡充

水域占用許可の使用状況確認及び不
法係留の取締り・指導・啓発の充実

港湾構造物定期点検調
査業務等

交通船・警戒船運航業務

水路測量業務

・アセットマネジメントを考慮した岸壁等の港湾構造物の定期点検調査業務
・潜水士による水中部の請負工事監督業務

・工事現場等への海上人員輸送業務、浚渫事業や潜水業務に伴う警戒船業務

・海図の補正を行うため、航路、岸壁、河川水域、水路における水深測定、河川等
埋没調査業務等

・これまで港湾構造物の定期点検調査業務を実施してきたところであるが、
コンクリート構造物の劣化状況を把握できていない部分もあり、不十分な
状況にある。
・岸壁等については、供用後、相当年数が経過しており、岸壁を支える鋼
管杭等も経年劣化していると予測されるため、岸壁等の海中部における
港湾構造物の詳細な点検を充実する必要がある。

・これまでの港湾構造物の定期点検調査の結果をもとに、今後、緊急を要
するコンクリート構造物の剥離、ひび割れ等の海域からの補修業務が急
務である。

・大阪港内航路、泊地、岸壁及び河川等の水深を確保するため、浚渫事
業を実施してきたところであるが、今後、1年間を通しての浚渫計画がなく

なることから廃止する必要がある。

浚渫業務の廃止

浚渫業務

・海域の状態監視、及び港内における透明度調査や採泥調査等
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Ⅱ－3 経営課題（緑地整備・管理業務）

１．事業の効率性

・ 臨海部における緑地の整備コストは他都市と比べると若干高いので材料選定の工夫等、削減の方向へ検討が必要。

・ 他都市と比べて緑地管理コストは平均的であるが、更なる管理コストの削減の検討に努める。

・ 緑地にかかる維持管理は、予算の縮減などにより年々減少しているが、更なる費用の削減の検討に努める。

２．投 資

・ 現在、環境整備事業については、鶴浜緑地等の４事業を実施している。

・ しかし、ｺｽﾓｽｸｴｱ海浜緑地・此花西部臨海緑地については他事業（土地造成等）と進捗を併せる必要があることから、

事業を一時休止している。そのため、鶴浜緑地・中央突堤臨港緑地についてのみ事業が進捗している。

2008年度より、周辺のまちづくりに併せ鶴浜地区の施設整備に着手するための事業費を計上している。

３．体 制

・ 緑地施設の維持管理業務については、大阪市の各局で業務が重複しており、一元化を図る必要がある。

・ 公園等管理人数は他都市平均を下回っているが、面積あたりでは、技能職員数が他都市と比較して最も多い。また、市

域内の公園と比較しても面積あたりの職員数は多い。

・ 2004年度は、外郭団体への委託率が高いものとなっている。

しかし、2006年度より指定管理者制度の導入により、緑地施設についても民間への委託化を図っている。

現在は、外郭団体への委託はないが直営の比率が高いものとなっている。
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Ⅱ－3－１ 事業の効率性

1.59

1.15

3.54

5.48

2.15
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東京港

名古屋港

大阪港
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川崎港
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横浜港

下関港

1.4

3.5

2.2

1.8

1.1

2.5

名古屋市

大阪市

神戸市

川崎市

北九州市

横浜市

臨港緑地
１ｍ2当り整備事業コスト（万円/㎡）

（参考）

都市公園（住区基幹公園）
１ｍ2当り整備事業コスト（万円/㎡）

※過去2カ年度（2004､2005）に供用した公園の平均値、用地費除く
横浜市については、設計費を含む，東京都、下関市はデータなし。

資料：大阪市ゆとりとみどり振興局（他都市比較）
資料：大阪市港湾局（2004年度）

・ 臨海部における緑地の整備コストは他都市と比べると若干高いので材料選定の工夫等、削減の方向へ検討が必要。

・要因としては、親水性の高い緑地整備に努める中で、他都市より比較的整備グレードが高くなっていることが考えられる。

※住区基幹公園 ： 市民にとって身近な公園（街区・近隣・地区の３公園種別が含まれる）

1) １㎡あたり整備事業費の他都市比較
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2) １haあたり管理事業費（人件費込み）の他都市比較

資料：大阪市港湾局（2004年度）

・ 他都市と比べて緑地管理コストは平均的であるが、更なる管理コストの削減の検討に努める。

（事業費は３番目であるが、単位当り管理コストは５番目であり、平均的である。）

緑地管理事業費（億
円）

緑地１ｈａ当り管理
コスト（万円/ha）

19.85

9.97

2.65

1.53

1.46

1.08

0.45

0.04

東京港

名古屋港

大阪港

神戸港

横浜港

北九州港

川崎港

下関港

251

392

286

314

559

324

268

286
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3) 舞洲緑地・舞洲緑道及び他の臨港緑地に係る維持管理費

0.0 0.0 0.0
0.1 0.0 0.0
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0 0 0
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舞洲緑地

舞洲緑道

コスモスクエア
海浜緑地

中央突堤

此花西部

南港緑道
港大橋

その他

臨港緑地維持管理費内訳推移

※ 各年度とも当初予算額を表示

資料：大阪市港湾局

・ 緑地にかかる維持管理費は、予算の縮減などにより年々減少しているが、更なる費用の削減の検討に努
める。

（億円）

施設別

（億円）

金
額

その他

3.2

2.6

2.4

人件費

光熱水費

委託料

材料費

費用別

0.6
0.3 0.3

0.5

0.5 0.4

1.6

1.4

1.1

0.4

0.2

0.4

0.2

0.2

0.2

2003 2004 2005

年度

3.2

2.6

2.4
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Ⅱ－3－2 投 資

資料：大阪市港湾局

現在、環境整備事業については、鶴浜緑地等の４事業を実施している。

しかし、ｺｽﾓｽｸｴｱ海浜緑地・此花西部臨港緑地については他事業（土地造成等）と進捗を併せる必要があることから、
事業を一時休止している。そのため、鶴浜緑地・中央突堤臨港緑地についてのみ事業が進捗している。

2008年度より、周辺のまちづくりに併せ鶴浜地区の施設整備に着手するための事業費を計上している。

本市の財政状況の厳しいなか、港湾局においても特に緊急性のない事業等は事業の進捗を再検討しているが、
緑地整備についても今後とも事業の優先順位を明確にし、より一層の集中と選択 を行い、また、財源の確保に努め、

港湾計画に基づいた効果的な事業の進捗を図る必要がある。

（単位：億円）・ 環境整備事業

10

6.55

2.44

2.67

4.51

1.12

0.37

0.92

2.74

3.70

1.70
0.22 0.14

0
1
2
3
4
5

6
7
8
9

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

年 度

鶴浜緑地 ｺｽﾓｽｸｴｱ海浜緑地 此花西部臨港緑地 中央突堤臨港緑地

（事業実施中、実施予定年度別推移）

2007

0.21

0.15

0.06

0.140.22

1.70

4.82

7.25

3.59

9.36

1.04

2.19

0.04

0.09

1.00

2.10

2008
（予定）

2009
（予定）
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Ⅱ－３－３体制

①現状の直営による緑地維持管理業務

咲洲域内の緑地維持
管理

・咲洲地区の緑地における除草、病害虫駆除、潅水、施肥、支柱補修、髙木
剪定、低木刈り込み、緑地施設の補修等業務等

在来地区・舞洲域内の
緑地維持管理

②現状における課題

・在来地区及び舞洲地区の緑地における除草、病害虫駆除、潅水、施肥、支
柱補修、髙木剪定、低木刈り込み、緑地施設の補修等業務等

直
営
に
よ
る
緑
地
維
持

管
理
業
務
（
46
名
）

・緑地施設の維持管理業務については、大阪市の各局で業務が重
複しており、今後、より効率的・効果的な対応が必要である。

関係局との調整のうえ、他局への
一元化により業務移管を図る。

Ⅱ－３－３－１ 人員体制にかかる主な主題（共通インフラ）

・緑地施設の維持管理業務については、大阪市の各局で業務が重複しており、一元化を図る必要がある。

・維持管理の主体業務となる除草、樹木管理業務などは本市直営で実施し、残る緑地施設の清掃業務や警備業務は民間
に委託している。
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14

21

23

24

26

34

62

64

70

77

84

242

260

410

50

北九州市

さいたま市

福岡市

静岡市

広島市

仙台市

京都市

札幌市

千葉市

神戸市

川崎市

横浜市

名古屋市

大阪市

大阪港

Ⅱ－3－3－2 職員数の他都市比較（2005年度）

公園等管理の人数比較
（単位：人）

公園等管理の100haあたりの人数比較
（単位：100ha/人）

1

3

3

1

3

4

3

5

7

4

8

7

16

7

4

0

0

0

2

1

0

2

2

3

10

6

10

9

40

49 53

47

25

17

14

14

10

7

5

4

4

3

3

3

1

・公園等管理人数は他都市平均を下回っているが、面積あたりでは、技能職員数が他都市と比較して最も多い。

・また市域内の公園と比較しても面積あたりの職員数は多い。

要因としては、臨港緑地が点在していることや、車両の移動が橋等で制限されるなど作業性が悪いものになっていると思われる。

事務・技術職員 技能職員

他都市平均 8人他都市平均 77人

資料：大阪市港湾局
：大阪市ゆとりとみどり振興局（他都市比較）

広島市

静岡市

福岡市

さいたま市

北九州市

札幌市

京都市

仙台市

川崎市

神戸市

千葉市

名古屋市

横浜市

大阪市

大阪港
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Ⅱ－3－3－3 委託状況の他都市比較（2004年度）

資料：大阪市港湾局

：大阪市ゆとりとみどり振興局（他都市比較）

79.5

70.7

57.4

56.3

52.0

41.8

32.2

30.9

26.2

19.7

17.1

9.1

38.1

1.1

20.7

6.3

7.8

21.4

27.4

32.4

35.6

72.6

78.2

77.7

78.0

55.8

19.4

8.6

36.3

35.9

26.6

30.8

35.4

33.5

1.2
2.1

5.2

12.8

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

民間委託

大阪市港湾局

北九州市

福岡市

さいたま市

広島市

千葉市

札幌市

仙台市

横浜市

名古屋市

静岡市

大阪市

川崎市

2004年度は、外郭団体への委託率が高いものとなっている。

しかし、2006年度より指定管理者制度の導入により、緑地施設についても民間への委託化を図っている。

現在は、外郭団体への委託はないが直営の比率が高いものとなっている。

※ 他都市については、市域全体の委託状況となっている。

2006年度の民間委託は、指定管理者への委託分は含まず。

直営（人件費含む） 外郭団体委託

大阪市港湾局

北九州市

福岡市

さいたま市

広島市

千葉市

札幌市

仙台市

横浜市

名古屋市

静岡市

大阪市

川崎市

(2004
）
(2006） 62.2 37.8

（単位：％）
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Ⅲ 今後の方向性
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Ⅲ－1・2 今後の方向性（廃棄物処分場整備・管理事業、公害防止対策事業）

廃棄物処分場整備・管理事業

［フェニックス事業の方向性］

• 廃棄物処分場の安定的な確保やごみの減量化・リサイクルを推進するために、フェニックス事業の
事業スキームを改善し、廃棄物埋立護岸整備の公平な負担を実現させる必要がある。

［大阪市事業の方向性］

• 一般廃棄物の最終処分場としてある夢洲１区は、本市が所有する最後の独自処分場であることから、
可能な限り延命化を図る必要がある。

• 港湾局長改革マニフェストを遵守し新島2区の事業の進捗を遅らせるため、浚渫土砂を受入れてい
る夢洲２・３区の増容量対策、工事時期の調整や他の処分場の活用を検討する必要がある。

• 現状の港湾区域では港湾機能に必要な水域を確保するうえで新たな埋立てを行うことは困難である
ことから、新島の埋立終了後は浚渫土砂・陸上残土の処分場の検討が必要である。

公害防止対策事業

• 市民の安心・安全の向上を図るため、事業費を確保するための全庁的な調整や無害化工法のコス
ト低減の取組みが必要である。

• 公害監視業務及び浚渫業務については業務を廃止する一方、２０１０年度までに局全体の業務を見
直し、体制の充実等を図る。
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Ⅲ－１－１ フェニックス事業の方向性

課 題 方向性
• 土地売却が困難になることから 排出者の公平な負担をできる仕組みを実現し広域処

事業スキームが成立しない。 分場の継続した確保を実現する。

国に対して港湾管理者の負担が軽減できるよう支援

拡充を要請する。

ごみの減量化・リサイクルの推進に寄与

・ 廃棄物処分場の安定的な確保やごみの減量化・リサイクルを推進するために、フェニックス事業の事
業スキームを改善し、廃棄物埋立護岸整備の公平な負担が実現させる必要がある。

【スケジュール】（フェニックス事業）
施 策 内 容 ２００７年度 ２００８年度以降

・国に対して支援拡充 ・国庫補助対象の拡充 国家要望

の要望

・排出者の公平な負担 ・排出者への処分場護岸費 国を通じた排出者への要請

ができる仕組みづくり 負担の必要性の要請

・スキーム検討会の継続 国（国交省）への要請
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Ⅲ－1－2 大阪市事業の方向性

課 題 方向性

• 一般廃棄物・産業廃棄物の独自処分場 ・ ３Ｒ（廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用）の取
である夢洲の延命化 組みを行い、ごみの減量化を推進

• 浚渫土砂や陸上残土の処分場確保 ・ 夢洲での増容量対策を検討する。

・ 発生する工事の実施時期を調整する。

・ 大阪港以外の処分場の活用を検討する。

【スケジュール】（大阪市事業）

施 策 内 容 ２００７年度 ２００８年度以降

（一般廃棄物、産業廃棄物）

・３Ｒの推進 ・平成22年度のごみ発生量を平成9年度の

５％削減、再生利用を平成9年度の約11％ 地方公共団体が実施

を平成22年度には約24％に増加し、最終

処分量を平成9年度実績から概ね半減する

（浚渫土砂、陸上残土）

・増容量対策 ・実施検討調査 内容検討

・工事の実施時期の調整 ・工事調整 関係者との協議 実施

・他の処分場の活用 ・関係機関との調整（深堀対策等） 関係者との協議 実施

・ 一般廃棄物の最終処分場としてある夢洲１区は、本市が所有する最後の独自処分場であることから、可
能な限り延命化を図る必要がある。
・ 港湾局長改革マニフェストを遵守し新島2区の事業の進捗を遅らせるため、浚渫土砂を受入れている夢
洲２・３区の増容量対策、工事実施時期の調整や他の処分場の活用を検討する必要がある。
・ 現状の港湾区域では、港湾機能に必要な水域を確保するうえで新たな埋立てを行うことは困難であるこ
とから、新島の埋立終了後は浚渫土砂・陸上残土の処分場の検討が必要である。
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課 題 方向性

• 膨大な事業費を確保すること 単局での事業費の確保が困難であることから、
全庁的な調整を行い事業費を確保する。

• 高濃度(3,000ﾋﾟｺ)汚染底質の 国が主体となって無害化処理工法のコスト低減
無害化処理工法のコスト低減 を検討し、無害化処理を必要とする港湾管理者

に周知（情報提供）するよう要望する。

Ⅲ－2－1 公害防止対策事業の方向性

・ 市民の安心・安全の向上を図るため、事業費を確保するための全庁的な調整や無害化工法のコスト低
減の取組みが必要である。

【スケジュール】（公害防止対策事業）

施 策 内 容 ２００７年度 ２００８年度以降

・全庁的な調整 ・市全体での事業費の確保 関係者(経営企画室)との協議 実施

・無害化工法のコス ・国による工法検討 と周知 国（国交省）へ要請 実施

ト低減の取組み （情報提供）

・水域環境監視等の ・人員の見直し 人員の見直し

海上保全業務
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Ⅲ－3 今後の方向性（緑地整備・管理事業）

・ 本市の財政状況において、緑地整備・管理事業を取り巻く状況は非常に厳しいことから、より効果的
な事業の推進を図る必要がある。

今後、新たな投資余力が制限されていくなか、臨海部の緑地の整備を推進して いくことはなかなか

容易ではないことから、整備コストの削減及び財源の確保に努め、これからの業務の進め方や市民
ニーズ等を的確に捉え、周辺のまちづくりや他事業（土地造成等）と進捗を併せ、限られた予算を 効果

的に配分し事業の実施に努め、緑地計画区域全ての早期整備を目指すこととしている。

・ ｢大阪市政改革マニフェストに基づく新しい行財政改革計画｣においては、基盤施設管理部門の一元
化が示されており、臨海地区における基盤施設管理部門と市全体の基盤施設管理部門との一元化を
図ることとしている。

そこで、港湾局としては、市民の視点に立った事業展開を図る観点から緑地施設の維持管理業務
について、他局への一元化による業務移管を行う予定としている。

・ 人員については、組織体制の効率化に向けて他局への一元化による業務移管など業務の見直しを
図り、人員の削減を行う。
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Ⅲ－3－1   事業（緑地整備・管理事業）の方向性

緑地整備

課 題

・ 整備コストの削減

・ 財源の確保

方向性

緑地整備における整備単価は材料選定の工夫などに
より、コスト削減に努める。

2007年度より、内容の検討を行い、次年度を目処に現
状の1割の削減を目指す。（現状: 約35,000円／㎡）

官民協働の整備手法により、整備コストの抑制を行う。
2007年度より実施手法等の検討を行い、次年度より実
施に努めていく。

事業の優先順位を明確化し、より一層の集中と選択を
行い、財源の確保に努め、効果的な活用を図る。

2007年度より事業の選択などの検討を行い、次年度
より実施に努める。

本市の財政状況において、緑地整備・管理事業の取巻く環境は非常に厳しいことから、より効果的な事業の
推進を図る必要がある。

今後、新たな投資余力が制限されていくなか、臨海部の緑地の整備を推進していくことはなかなか容易では
ないことから、整備コストの削減及び財源の確保に努め、これからの業務の進め方や市民ニーズ等を的確に捉
え、周辺のまちづくりや他事業（土地造成等）と進捗を併せ、限られた予算を効果的に配分し事業の実施に努め、
緑地計画区域全ての早期整備を目指すこととしている。
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Ⅲ－3－2 事業（管理業務）の方向性

緑地管理

課 題

・ 管理コストの削減

方向性

緑地施設の維持管理業務については、一元化による業務
移管を行い、管理の効率化、市民に対する管理者の明瞭化
を図る。

2007年度より、関係局との移管に向けた調整を行い、2013
年度を目処に段階的に移管を行う。

｢大阪市政改革マニフェストに基づく新しい行財政改革計画｣においては、基盤施設管理部門の一元化が示され
ており、臨海地区における基盤施設管理部門と市全体の基盤施設管理部門との一元化を図ることとしている。

そこで、港湾局としては、市民の視点に立った事業展開を図る観点から緑地施設の維持管理業務について、他
局への一元化による業務移管を行う予定としている。
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【スケジュール】（緑地整備・管理事業）

施 策 内 容 2007年度

・緑地整備コストの削減 ・実施可能項目の検討

・財源の確保

・公共インフラの他局へ
の移管または維持管理
の一元化

2008年度以降

・事業の選択などの検討

内容の検討

内容の検討

移管などに向けた調整

段階的に実施

・緑地管理コストの削減

・整備手法の検討

移管準備など～段階的に実施

「緑地整備」

「緑地管理」

・人員の見直し
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計画課①2⇒①2
計画 事業計画等 ・港湾事業の計画

・土地利用の計画
・国との連絡調整等

各計画の策定や国との連絡調整業務に
ついては、企画・立案や交渉・調整が業
務の中心であり、外部委託がなじまない
業務である。

業 務 内 容 理由・方向性

現状維持±0

予算管理 ・予算の執行管理 2
現状維持±0

保全整備課
①2⇒①2

人員・方向性

広報関係 ・港湾の普及宣伝及
び渉外

1 振興課①1⇒①1

管理・ 運営 環境監視等海上
保全業務

・浚渫業務
・公害監視業務
・環境調査、水路測

量、潜水業務ほか
55

海務課
①5②38⇒①5②50

充実＋12名

※79頁に詳細あり

43

Ⅳ 人員の見直し

①港湾環境事業の人員については、民間に委ねることが可能なものは委託する等、２０１０年度までに局全体の業務
見直しを図り、人員削減を行う。

2

予算執行管理業務は、内部管理業務であ
るため、外部委託するものではない。

広報関係業務については、関係官公庁との調
整や市民への適正なPR情報の提供を通じて、

情報の収集と選択が業務の中心であるため、
行政が責任をもって実施する必要があり、外部
委託がなじまない。

現状維持±0

・浚渫事業については、現行の浚渫計画
の終了をもって廃止し、それに伴う警戒船
業務も廃止とする。

・公害監視船による公害監視業務につい
ても廃止とする。

・環境調査業務、水路測量業務等につい
ては、他業務と複合的に継続実施し、効
果的な運用を図りながら、今後検討して
いく。

・水中部及び気中部の港湾構造物の点
検・補修について、ゴム防舷材の補修業
務と複合的に実施のうえ、アセットマネジ
メントを考慮しながら充実を図る。

・大阪港における不法係留の実態を解消
するため、水域占用許可等の使用状況、
不法取締り、指導、啓発業務を新たに充
実する。

（※緑地関係業務については、一部、２０１１年度以降も引き続き、人員の見直しを実施する。）

委託化民営化 効率化

見直し手法

×× ×

× × ×

×××

○

×× ○

－

－

－

－

－

－

－－－

－－
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業 務 内 容 理由・方向性 体制・人員

設計・積算基準
関係

・設計、積算基準の
改正等整備

工事の検査関係 ・局所管工事の検査
関係業務

廃棄物処理関係 ・廃棄物処理場の管
理に関する業務 12 環境緑地課

①12⇒ ①12 

・臨港緑地等の管理
に関する管理者業
務

臨港緑地等の維
持管理関係 4

見直し△4名

環境緑地課 ①4⇒ ①0 

工事の設計 ・土木工事（請負）の
設計、積算

8 設計課 ①8⇒ ①8

現状維持±0

1 保全整備課 ①1⇒ ①1 

現状維持±0

2 保全整備課 ①2⇒ ①2 
現状維持±0

海上における埋立地の廃棄物処理場
の管理であるため、埋立免許等許認可
を受けている管理監督者が直接管理す
る必要性から、外部委託はなじまない。 現状維持±0

共通インフラ 土木工事（請負）の設計・積算の業務につ
いては、業務の一部を委託するなどし、業
務の効率化を図っている。

設計・積算基準の整備等については、発
注工事の基準を定めるものであるため、情
報管理の面から外部委託はできない。

建築工事の設計 ・建築工事の設計、
積算、監督等

建築工事の設計・積算・監督等の業務につ
いては、設計業務の一部を委託 するなど
し、業務の効率化を図っているため、これ
以上の外部委託は行わない。

1 保全整備課 ①1⇒ ①1 
現状維持±0

港湾構造物調査
等

・港湾構造物調査、
地盤調査等

調査・分析自体は外部委託で行っている
が、結果を基にした補修計画の策定業務
などは、施設・構造物の重要性を判断する
必要があることから外部委託は行わない。

1 計画課 ①1⇒ ①1 
現状維持±0

検査は局職員が行うべきものであるため、
外部委託は行わないが、業務の効率化を
図る。

機械設備の点検
、維持補修

・港湾施設の機械設
備の点検、維持補
修

・船舶補修業務については、定期的な点
検補修と緊急修理を実施しているが、船舶
の減船に伴う段階的な縮小を図り、将来
的には民間委託化していくこととする。一
方、民間委託を実施することに伴い、本業
務の必要となる現場指示・監督業務・工程
管理を実施する新たな体制を確立する。

10 保全整備課 ②1⇒ ②0 

見直し△1名

委託化 民営化 効率化

見直し手法

×××

×××

×××

×××

× × ×

×××

× × ×

×○ ○

緑地施設の維持管理業務については、今
後、関係局との調整のうえ、2013年度を目
処に他局への一元化による業務移管を図

る。
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業 務 内 容 理由・方向性 体制・人員

46
緑地の維持管理

環境緑地課
②46⇒ ②0 

・緑地、緑道等の点
検及び剪定等の維
持管理業務 一元化△46名

・多種多様な機械設備や消火設備の保安
と良好な機能維持は、膨大な既存施設の
老朽化が進むなか、機械設備・消火設備
の異常時には港湾活動に重大な影響を及
ぼすことから、緊急性の高い業務を直営と
して維持管理業務を継続実施する。

・緑地施設の維持管理業務については、
今後、関係局との調整のうえ、2013年度を
目処に他局への一元化による業務移管を

図る。

・緑地関係工事の設
計、積算

緑地関係工事（請負）の設計・積算の業務の
うち設計業務については、今後とも業務を委
託するなどし、業務の効率化を図る。

庶務関係業務は、局を総括する業務で
あり、職員による業務運営を行う必要が
ある。

共通 庶務関係 ・庶務関係業務

緑地関係工事の
設計

環境緑地課
①13⇒ ①13 

現状維持±0

13

庶務課 ①6⇒ ①6

現状維持±0

6

委託化 民営化 効率化

見直し手法

× ××

－ － －

× × ×

×××

0

平成17年5月に公表された市政運営方針
の中で、公用車のあり方や必要性を見直
し、業務用を除く事務用公用車をすべて
廃止するといった方針が示されたことから、

事務用公用車の運行業務を廃止する。

・公用車運転業務公用車業務
庶務課 ②1⇒ ②00 1

廃止△1名

○××

現業職員の各種研修の企画・開催業務や、
各種研修システムの構築については、今
後も引き続き、局内全体の研修システムを
改めて検証・検討し、より充実した計画的・
体系的な研修の企画・実施を目指す。

・現業職員に対する
研修の企画、開催

研修の企画、開催 × × ×
庶務課 ②1⇒②1 

現状維持±0

1

経営企画業務、港湾関係団体との連絡・
調整業務は、局としての意思決定を忠実
に反映する必要があることから、職員が行

わなければならない。

・各種経営企画業務
・港湾関係団体との

連絡調整

経営企画業務 × × × 経営企画課 ①2⇒①2 2

現状維持±0
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業 務 内 容 理由・方向性 体制・人員

ＯＡシステム関係 ・ＯＡシステムの整
備、運用

ＯＡシステム関係（ＯＡの整備・運用）業務
は、維持管理自体は請負で行っており、管
理者としての業務を職員が行っている。

1 保全整備課 ①1⇒①1 

現状維持±0

(注)①は1･3号職員、②は2号職員 ※当初人員数は、2006年3月1日現在 ※共通業務は4事業共通業務を按分した職員数。

委託化 民営化 効率化

見直し手法

× × ×

合 計 ①61②87⇒①57②51

2005年度 将来

局事業全体の方向性は取りまとめたが、今後のスケジュー
ルについては引き続き検討していく必要がある。
また、物流事業の人員見直しを図る一方、防災事業や環境
事業において業務拡充を図り、人員の転用を図る。

２号職員

１・３号職員

８７

61

５１

57

148

108
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②将来の港湾局の港湾環境事業の実施体制

・現在１４８人の職員を、２０１３年度を目処に、４０人削減して１０８人の体制にする。

現行配置人員 将来

全体

現行配置人員 将来

計画

現行配置人員 将来

管理・運営

現行配置人員 将来

共通インフラ

現行配置人員 将来

共通

１４８

±０

＋８

△４７

△１

資料：大阪市港湾局

△４０
１０８

５５

５９
６７

７３

２６

１１ １０
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Ⅳ－１ 直営事業による海上保全務等の今後の方向性

①水域環境監視等の海上保全業務について（12名増員）

・公害監視業務については、公害監視船の老朽化や他港状況も視野に入れな
がら、公民の役割分担を明確にし、業務廃止していく必要がある。

○公害監視業務の廃止 （△3名）
・公民の役割分担を明確にし、業務を廃止のう

え見直す。

○水域占用許可の使用状況確認及び不法
係留の取締り・指導・啓発の充実（＋4名）
・不法係留の解消等を図るため、水域占用許可
等の使用状況の確認、不法係留の取締り、指
導啓発業務を実施する体制の充実を図る。

公害監視業務、浚渫業務を廃止する一方で、港湾構造物の定期点検調査業務、水域占用許可の使用状況確認及び不法係留
の取締り・指導・啓発業務、コンクリート構造物の補修業務の充実を図る。

○港湾構造物の定期点検調査（気中部及
び水中部）の拡充 （＋3名）
・これまで確認することができなかったコンク
リート構造物の劣化状況を確認し、補修範囲や
補修規模を予測し、事前に補修工法を確定し
ていくため、港湾構造物の定期点検調査を実
施する体制の拡充を図る。
・潜水士による鋼材の目視点検及び肉厚測定
等を行うため、水中部における港湾構造物の
定期点検調査を実施する体制の充実を図る。

・大阪港における港湾構造物については、建設後、相当期間の年月が経過して
おり、厳しい塩害や波浪を受けることで、コンクリートの剥離・ひび割れ・中性化
が進み、老朽化している施設が増大している。今後は、施設の機能維持のため、
構造物の変状を早期に発見することにより、劣化損傷の拡大及び二次的な損傷
を防止し、変状の早い段階で補修等の必要な措置を講じながら、施設の健全化・
延命化を図っていく必要がある。
・これまで港湾構造物の定期点検調査業務を実施してきたところであるが、コン
クリート構造物の劣化状況を把握できていない部分もあり、不十分な状況にある
ため、港湾構造物の定期点検調査の充実を図る必要がある。

・岸壁等施設の延命化を図るため、アセットマネジメントを考慮した補修を行う必
要があり、岸壁等の海中部における港湾構造物の詳細な点検を充実することが
急務である。
・上記定期点検結果をもとに、今後、緊急を要するコンクリート構造物のコンク
リートの剥離、ひび割れ等小規模補修を海側から実施する必要がある。
・これらを実施するにあたり、迅速かつ正確な岸壁の使用状況等を認識把握しな
がら対応するとともに、定期点検と補修が密接に連携する必要がある。

○防潮堤等コンクリート構造物の補修業務
の充実 （＋10名）
・上記定期点検調査結果をもとに、防潮堤等コ
ンクリート構造物の補修業務を期間限定で実施
する体制の充実を図る。
・業務実施にあたり、警戒船運航業務について

も実施する。

○浚渫業務の廃止 （△2名）
・公民の役割分担を明確にし、業務を廃止のう
え見直す。

・浚渫業務については、今後、1年間を通しての浚渫計画がなくなることから廃止

する必要がある。

・大阪港では、不法係留の実態が多数あり、今後、海上保安庁と連携しながら、
水域占用許可の使用状況の確認、及び不法係留の取締り ・指導・啓発業務を

実施する必要がある。
・これらを実施するにあたり、迅速かつ正確な岸壁の使用状況や、水域占用許可
等の許可状況を認識把握しながら対応する必要がある。
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②水域環境監視等の海上保全業務について（12名増員）

管理・運営

【環境監視等海上保全業務】

43名

① 5名
② 38名

・浚渫業務
・公害監視業務
・環境調査、水路測量、潜水業務ほか

55名

① 5名
② 50名

・港湾構造物の定期点検調査
・防潮堤等コンクリート構造物の補修
・水域占用許可の使用状況確認及び

不法係留の取締り・指導・啓発
・環境調査、水路測量、潜水業務ほか

・公害監視業務の廃止
(△3名)

・浚渫業務の廃止
(△2名)

・港湾構造物の定期点
検調査 (+3名)
・防潮堤等コンクリート
構造物の補修(+10名)
・水域占用許可の使用
状況確認及び不法
係留の取締り・指導
・啓発 (+4名)

計12名増


